
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 4,397,466 流動負債 1,910,365
　　現金及び預金 20,455 　　買掛金 795,077
　　受取手形 70,270 　　未払金 107,965
　　売掛金 2,093,666 　　未払費用 378,172
　　商品及び製品 567,632 　　未払法人税等 233,004
　　原材料及び貯蔵品 2,892 　　前受金 105,699
　　未成工事支出金 191,346 　　預り金 1,622
　　連結預け金 1,196,796 　　賞与引当金 107,557
　　未収入金 128,266 　　未払消費税 128,460
　　その他 126,143 　　その他 52,809

　　　

　
固定資産 706,733 固定負債 146,760
　有形固定資産 (279,136) 　　退職給付引当金 146,760
　　建物及び構築物 92,611
　　工具、器具及び備品 186,525

負　債　合　計 2,057,125
（純　資　産　の　部）
株主資本 3,044,516

　無形固定資産 (65,488) 　資本金 100,000
　　ソフトウエア 59,645
　　ソフトウェア仮勘定 4,800 　利益剰余金 2,944,516
　　その他 1,043 　　利益準備金 25,000

　　その他利益剰余金 2,919,516
　　　繰越利益剰余金 2,919,516

　投資その他の資産 (362,109) 評価・換算差額等 2,558
　　長期預け金 177,651 　繰延ヘッジ損益 2,558
　　繰延税金資産 184,458

純　資　産　合　計 3,047,074
資　産　合　計 5,104,199 負　債　純　資　産　合　計 5,104,199

貸 借 対 照 表

（2020年 3月 31日現在）



個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
　（１）棚卸資産……………………………総平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　建　　　　　　　　物……………………定額法
　　　　　その他の有形固定資産……………………定額法
　（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法
　（３）リース資産
　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
３．重要な引当金の計上基準
　（１）賞与引当金
　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
　　　　　でに発生していると認められる額を計上しております。
　（２）製品保証引当金
　　　　　製品保証に伴う費用の支出に備えるため、保証期間内の販売済製品については、過去
　　　　　の実績率に基づいて計算したアフターサービス費用を、特定の製品については個別に
　　　　　検討した補修に必要な見積り額を計上しております。
　（３）退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
　　　　　見込額に基づき計上しております。
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　（１）消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 790,677千円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 494,770千円
長期金銭債権 0千円
短期金銭債務 306,597千円
長期金銭債務 0千円

税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等であり、
　　繰延税金負債の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,523,537円06銭
２．１株当たり当期純利益 370,324円28銭

当期純損益金額
当期純利益 740,649千円


